
【低所得者の福祉】
　　　　

１ 生活保護法による保護の概要
   生活保護法は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国

　民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するととも

　に、その自立を助長することを目的としています。

　　■被保護世帯数と人員の推移（各年度末）　　　　　　　　　　　　　　　（世帯、人）

 　　　　　  年 度 

区 分　　　　　　
令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７

被　保　護　世　帯 1,416 1,417 1,408 1,391 1,385

人　　　　　　　員 1,712 1,711 1,671 1,649 1,639

     ※保護停止中も含む

２ 生活保護相談処理
　　福祉事務所では、ケースワーカーと呼ばれる現業員が生活保護の業務を担当し、生活保護に

　関する相談、援助及び指導に努めています。

　　生活保護の相談があり、保護申請のあったものは、担当ケースワーカーが地区民生委員や関

　係機関などの協力を得て、資産や能力、扶養義務等の諸調査を行い、その結果に基づき、福祉

　事務所として生活保護の要否を決定することになります。

　　なお、諸調査の結果、他の法律の活用や資産の活用、扶養義務者の援助などにより生活保護

　が適用にならない場合には、保護申請を却下することとなります。

　　■生活保護申請処理状況の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　    　（件、世帯）

            年 度

区 分
令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７

件 数 190 238 226 276 259

取 下 件 数 15 23 9 21 8

却 下 件 数 25 28 29 53 54

決 定 世 帯 数 151 184 166 191 198

廃 止 世 帯 数 198 186 187 227 196
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　　■保護開始・廃止理由の推移

　　　開始理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　 （世帯）

廃止理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　 （世帯）
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令和３ 0 0 54 2 19 0 22 2 3 12 3 3 78 198

令和４ 0 0 60 1 15 0 15 0 2 13 5 2 73 186

令和５ 0 0 64 4 12 1 10 1 3 7 2 3 80 187

令和６ 0 0 76 4 19 0 29 0 2 6 4 1 86 227

令和７ 0 0 67 0 15 0 12 0 9 14 1 2 76 196
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令和３ 26 0 1 0 7 15 2 5 1 5 7 29 14 3 36 151

令和４ 35 0 1 0 4 16 4 8 4 8 6 61 7 1 29 184

令和５ 11 0 1 0 3 17 2 0 2 9 8 56 12 6 39 166

令和６ 18 1 0 0 5 6 7 2 3 7 6 61 14 9 52 191

令和７ 7 1 0 0 4 16 6 4 0 12 5 77 13 6 47 198
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３　生活保護費扶助別の状況推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

           年 度

区 分
令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７

生 活 扶 助 752,581 737,749 739,101 732,424 710,236

住 宅 扶 助 355,538 358,784 361,550 363,441 364,071

教 育 扶 助 5,269 5,155 5,018 5,276 6,198

介 護 扶 助 96,963 84,838 78,755 90,337 88,050

医 療 扶 助 1,102,429 1,141,024 1,090,735 1,062,997 1,081,957

その他の扶助 8,149 5,758 9,319 9,591 9,391

保護施設事務費 55,690 54,471 57,734 53,745 55,674

計 2,376,619 2,387,779 2,342,212 2,317,811 2,315,577

　　■最低生活保障水準の具体的事例（高齢夫婦２人世帯　73歳男・71歳女）　（円）　　 

区分 生活扶助

住宅扶助 計居　宅

(第１類)

居　宅

(第２類)

加算

年度 冬季加算 特例加算

令和３ 66,590 40,660 10,590 - 40,000 157,840

令和４ 66,590 40,660 10,590 - 40,000 157,840

令和５ 71,140 38,060 10,590 2,000 40,000 161,790

令和６ 71,140 38,060 10,590 2,000 40,000 161,790

令和７ 71,140 38,060 10,590 3,000 40,000 162,790

　　※加算：冬季加算（11月から４月まで）。特例加算（一人1,500円）。

    ※住宅扶助は、２人以上世帯の上限額。

　　※令和元年度、令和２年度及び令和５年度は、改定後の基準額（各年10月1日改定）。

４ 施設保護対策

　　身体上又は精神上著しい障がいがあるため、自分ひとりでは日常生活を営むことが困難な方

　を入所させて生活扶助を行うことを目的として救護施設があります。（生活保護法第38条）

　　なお、救護施設への入所要件は、生活保護を受給しているか、もしくはそれに準じる方です。

　　■入所者の状況（令和８年４月１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

 　　　　　　区 分

施設名
40歳未満 40歳代 50歳代 60歳以上 計

福 島 県 か ら ま つ 荘 0 0 0 4 4

矢 吹 緑 風 園 0 0 0 3 3

救護施設しののめ荘 0 0 1 9 10

福島県浪江ひまわり荘 0 0 0 1 1

計 0 0 1 17 18
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５ 生活困窮者自立支援制度の概要
　　平成25年12月に生活困窮者自立支援法が成立し、平成27年4月から全国で生活困窮者自立支

　援制度が開始となりました。

　　この制度は、生活保護に至るおそれのある生活困窮者の自立支援策を強化することを目的と

　して、多様で複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、それぞれの状況に応じて包括的な支援

　を行うことにより、生活保護に至ることなく自立することを目指すものです。

  　制度内容としては、必須事業（自立相談支援事業、住居確保給付金の支給）と任意事業があ

　り、本市では、任意事業として就労準備支援事業と家計改善支援事業、子どもの学習・生活支 

　援事業を実施しています。

（1）自立相談支援事業(生活サポート相談窓口）

　　地域福祉課内に「生活サポート相談窓口」を設置し、生活や就労、住まいなどに関する様々

　な課題を抱えて生活困窮に陥っている方からの相談に応じ、関係機関と連携しながら、自立に

　向けた支援を実施しています。

　　

（2）住居確保給付金の支給

　　平成26年度まで「住宅支援給付事業」として実施していましたが、生活困窮者自立支援法の

　施行に伴い、必須事業として法制化されました。

　　この制度は、住宅支援給付事業と同様、就労可能で就労意欲はあるものの、離職(２年以内)

　等により住居を失ったり失うおそれのある困窮者に対し、家賃相当額を支給（有期・世帯人員

　による上限額あり）しながら積極的な就労支援を行うことにより、早期就労・早期自立を図る

　ものです。

　　また、令和７年度からは、家計を改善するために家賃が低廉な住宅に転居する必要があると

　認められる方に対して、転居費用を支給する仕組みが創設されました。

（3）就労準備支援事業

　　生活習慣の乱れや意欲低下、経験不足など、直ちに一般就労に就くことが困難と思われる生

　活困窮者を対象として、就労や社会参加に必要な基本的生活習慣の形成、コミュニケーション

　能力の向上などを目指すとともに、軽作業やボランティア活動等への参加を通して就労意欲の

　喚起を図るなどの支援を、計画的かつ一貫して実施するものです。

（4）家計改善支援事業

　　生活困窮者からの相談においては家計に課題を抱える場合が多いことから、家計表を作成し

　ながら家計の見える化を図り、相談者の家計改善への意識、意欲を高めるとともに、専門的な

　助言を行うことで家計管理能力の向上を目指すなど、生活再建に向けて支援を行うものです。

（5）子どもの学習・生活支援事業

　　専門の支援員を配置し、生活困窮世帯（生活保護受給世帯を含む）の子どもへの学習支援を

　実施することにより、学習習慣の形成や基礎学力の向上等を図るとともに、保護者に対しても、

　学習や進学にかかる助言や家庭環境改善への働きかけを行っています。

６ ひきこもりの支援
（1）ひきこもり支援連携会議

　　ひきこもりの早期把握、適切な支援に向けて支援体制を整備するため、平成30年５月に関係

　機関や専門機関で構成された「ひきこもり支援連携会議」を設置し、関係機関が相互に連携し

　ながら、家族支援も含めた支援に取り組んでいます。

　

（2）ユースプレイス自立支援事業

　　ひきこもりやニートなど、社会生活を円滑に営む上で困難を有する若者に対して「居場所」

　（「ユースプレイス」）を提供し、各種プログラムへの参加により社会性を身につけ、就労の

　意欲を高めることで、社会的な自立を目指すことを目的としています。
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